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第164回 日商簿記検定試験 １級 －商業簿記－  解 説  

模範解答・予想配点・解説等は、学校法人高橋学園が独自の見解によって作成しており、検定試験実施機関における本試験の解答並びに出題の
意図を保証するものではありません。なお、予告なしにその内容を変更する場合がございます。ご理解いただいたうえで、ご利用ください。 

 
問題 総合問題（仕訳単位：千円） 

１．売上原価の算定と返金負債の計上 

 ⑴ 売上原価の算定 

  先に売上原価を計算し、原価率を算定する。また、解説の便宜上、売上原価の計算は売上原価勘定で行う

こととする。 

(借) 売 上 原 価 60,000 (貸) 繰 越 商 品 60,000 

(〃) 売 上 原 価 661,000 (〃) 仕 入 高 ― 商 品 販 売 661,000 

（〃） 繰 越 商 品 65,000 (〃) 売 上 原 価 65,000 

  ※１ 売上原価：60,000千円(期首：繰越商品)＋661,000千円(当期：仕入高－商品販売)－65,000千円(期末：繰越商品) 

＝656,000千円 

  ※２ 原価率：656,000千円(※１)÷820,000千円(売上高－商品販売)＝0.8  ∴ 80％ 

 ⑵ 返金負債の計上 

   返品見積額を返金負債に計上するとともに、対応する売上原価を返品資産に振り替える。 

(借) 売 上 高 ― 商 品 販 売 10,000 (貸) 返 金 負 債 10,000 

（〃） 返 品 資 産 8,000 (〃) 売 上 原 価 8,000 

  ※１ 返金負債：100,000千円(３月中の販売金額)×10％(返品の見込割合)＝10,000千円 

  ※２ 返品資産：10,000千円(※１)×80％(⑴※２)＝8,000千円 

 ⑶ 損益計算書の金額： 

  ① 売上高（商品販売） 820,000千円(前Ｔ/Ｂ：売上高―商品販売)－10,000千円(⑵※１)＝810,000千円 

  ② 売上原価（商品販売） 656,000千円(⑴※１)－8,000千円(⑵※２)＝648,000千円 

 ⑷ 貸借対照表の金額：返品資産 8,000千円(⑵※２) 

 

２．ソフトウェア開発の収益計上と費用計上 

  Ｘ社は当期中に履行義務を充足し、費用計上と収益計上は完了しているため、Ｙ社とＺ社のみの処理を行う。 

(単位：千円) 

 
Ｙ 社 Ｚ 社 

前期末 当期計上額 当期末 前期末 当期計上額 当期末 

発生原価 

（期末は各期の累計） 
※４6,000 ※１24,000 30,000 ― 12,600 12,600 

期末時点見積総原価 ※４36,000 52,500 

進捗度 ※２0.166… ― 0.833… ― ― 0.24 

取引価格 ※４45,000 48,000 

発生収益 

（期末は各期の累計） 
※３7,500 ※４30,000 37,500 ― 11,520 11,520 

※１ 発生原価当期計上額：30,000千円(当期末までの発生原価累計額)－6,000千円(前期末までの発生原価累計額) 

＝24,000千円 

※２ 進捗度：6,000千円(前期末までの半生原価累計額)÷36,000千円(当初見積総原価)＝0.166… 

※３ 発生収益累計額：45,000千円(取引価格)×0.166…(※２)＝7,500千円 

※４ 発生収益当期計上額：37,500千円(当期末までの発生収益累計)－7,500千円(前期末までの発生収益累計)＝30,000千円
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 ⑴ 収益計上 

  ① Ｙ社 

(借) 契 約 負 債 10,500 (貸) 売上高―ソフトウェア開発 30,000 

(〃) 契 約 資 産 19,500    

  ※１ 売上高―ソフトウェア開発：30,000千円(図解参照：発生収益当期計上額) 

※２ 契約負債：18,000千円(当期末までの入金額)－7,500千円(図解参照：前期末発生収益)＝10,500千円 

  ※３ 契約資産：30,000千円(※１)－10,500千円(※２)＝19,500千円 

  ② Ｚ社 

(借) 契 約 負 債 9,000 (貸) 売上高―ソフトウェア開発 11,520 

(〃) 契 約 資 産 2,520    

  ※１ 売上高―ソフトウェア開発：11,520千円(図解参照：発生収益当期計上額) 

※２ 契約負債：9,000千円(当期末までの入金額) 

  ※３ 契約資産：11,520千円(※１)－9,000千円(※２)＝2,520千円 

  ③ 損益計算書の金額：売上高（ソフトウェア開発） 

22,500千円(前Ｔ/Ｂ：売上高―ソフトウェア開発)＋30,000千円(⑴①※１)＋11,520千円(⑴②※１)＝64,020千円 

 ⑵ 費用計上 

  ① Ｙ社 

(借) 売上原価―ソフトウェア開発 24,000 (貸) 仕 掛 品 24,000 

  ※ 24,000千円(図解参照：発生原価当期計上額) 

  ② Ｚ社 

   ａ．売上原価の計上 

(借) 売上原価―ソフトウェア開発 12,600 (貸) 仕 掛 品 12,600 

  ※ 12,600千円(図解参照：発生原価当期計上額) 

   ｂ．受注損失引当金の計上 

     当期末において、Ｚ社の見積総原価が 52,500千円に変更され、取引価格より大きくなるため将来に損

失が生じることが明確であるため、引当金の計上を行う。 

（単位：千円）          

 損失総額 ※１当期計上済損失 翌期以降損失（見積額） 

収 益 48,000 11,520 ※２36,480 

原 価 52,500 12,600 ※３39,900 

損 失  4,500  1,080 ※４ 3,420 

    ※１ 当期計上済損失：上記図解参照 

    ※２ 48,000千円(総額)－11,520千円(当期計上済)＝36,480千円 

    ※３ 52,500千円(総額)－12,600千円(当期計上済)＝39,900千円 

    ※４ 受注損失引当金：36,480千円(※２)－39,900千円(※３)＝3,420千円 

(借) 受注損失引当金繰入額 3,420 (貸) 受 注 損 失 引 当 金 3,420 

(〃) 売上原価―ソフトウェア開発 3,420 (〃) 受注損失引当金繰入額 3,420 

  ③ 損益計算書の金額：売上原価（ソフトウェア開発） 

19,200千円(前Ｔ/Ｂ：売上原価―ソフトウェア開発)＋24,000千円(⑵①) 

＋12,600千円(⑵②ａ．)＋3,420千円(⑵②ｂ．)＝59,220千円 

  ④ 貸借対照表の金額：受注損失引当金 3,420千円(⑵②ｂ．)
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３．貸倒引当金の設定 

 ⑴ 貸倒引当金繰入額の計上 

(借) 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,080 (貸) 貸 倒 引 当 金 1,080 

  ※１ 貸倒引当金を設定する売掛金の残高：135,980千円(前Ｔ/Ｂ：売掛金)－10,000千円(返金負債：１．⑵※１) 

＝125,980千円 

  ※２ 貸倒引当金を設定する契約資産の残高：19,500千円(２．⑴①※３)＋2,520千円(２．⑴②※３) 

＝22,020千円 

  ※３ 貸倒引当金繰入額：｛125,980千円(※１)＋22,020千円(※２)｝×１％(貸倒実績率) 

－400千円(前Ｔ/Ｂ：貸倒引当金)＝1,080千円 

 ⑵ 損益計算書の金額：貸倒引当金繰入額 1,080千円(⑴※３) 

 

４．有形固定資産 

 ⑴ 建物（甲） 

(借) 減 価 償 却 費 12,500 (貸) 建 物 減 価 償 却 累 計 額 12,500 

  ※１ 償却率：１÷20年(法定耐用年数)＝0.05 

  ※２ 減価償却費：250,000千円(取得原価)×0.05＝12,500千円 

 ⑵ 建物（乙）及び賃貸目的に変更した土地 

① 科目の振り替え 

当期首より保有目的を賃貸目的に変更した建物（乙）及び土地（一部）について、科目の振替えを行う。 

(借) 投 資 不 動 産 326,410 (貸) 建 物 180,000 

   (〃) 土 地 146,410 

  ② 減価償却 

    建物（乙）については、減価償却を実施する。また、賃貸目的で保有するため損益計算書上、営業外費用

に区分する。なお、税法上の定額法では本来、償却率を用いて計算するが、前Ｔ/Ｂ：建物減価償却累計額

勘定の残高と整合性を保つため、償却率を用いずに計算している。 

(借) 減 価 償 却 費 12,000 (貸) 建 物 減 価 償 却 累 計 額 12,000 

  ※ 180,000千円(取得原価)÷15年(法定耐用年数)＝12,000千円 

  ③ 減損処理 

(借) 減 損 損 失 85,590 (貸) 減 損 損 失 累 計 額 85,590 

  ※１ 投資不動産の帳簿価額：326,410千円(⑵①)－12,000千円(⑵②)×４年(20X1年４月～20X5年３月) 

＝278,410千円 

  ※２ 割引前将来ＣＦ：29,282千円(４年間毎年のＣＦ)×４年＋146,410千円(４年後の土地の処分価額) 

＝263,538千円 

  ※３ 判定：278,410千円(※１) ＞ 263,538千円(※２)  ∴ 減損損失を認識する 

  ※４ 使用価値：29,282千円÷1.1＋29,282千円÷1.1２＋29,282千円÷1.1＋３29,282千円÷1.1４ 

＋146,410千円÷1.1４＝192,820千円 

  ※５ 減損損失：278,410千円(※１)－192,820千円(※４)＝85,590千円 

 ⑶ 備品 

(借) 減 価 償 却 費 9,000 (貸) 備 品 減 価 償 却 累 計 額 9,000 

  ※１ 償却率：１÷８年(法定耐用年数)×200％＝0.25 

  ※２ 減価償却費：｛48,000千円(取得原価)－12,000千円(備品減価償却累計額)｝×0.25＝9,000千円 
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 ⑷ 機械装置 

  機械装置は「もっぱら」新規事業の研究開発活動に使用する目的で取得しているため、全額費用処理する

べきだと思われる。 

ただし、他の目的に使用できないかは不明であること、既に資産計上されていること、減価償却方法や「月

割計算による」などの指示があることなどを鑑みると、機械装置を資産計上し、減価償却分の 2,800 千円の

みを研究開発費として処理する別解も考えられる。 

(借) 研 究 開 発 費 12,000 (貸) 機 械 装 置 12,000 

  ※ 12,000千円(前Ｔ/Ｂ：機械装置) 

 ⑸ 損益計算書の金額： 

  ① 減価償却費（販売費及び一般管理費） 12,500千円(⑴)＋9,000千円(⑶)＝21,500千円 

  ② 研究開発費 20,000千円(前Ｔ/Ｂ：研究開発費)＋12,000千円(⑷)＝32,000千円 

  ③ 減価償却費（営業外費用） 12,000千円(⑵②) 

  ④ 減損損失 85,590千円(⑵③) 

 

５．ソフトウェア 

 ⑴ 20X2年７月１日に取得した分 

(借) ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 6,720 (貸) ソ フ ト ウ ェ ア 6,720 

  ※１ 当期首の帳簿価額：33,600千円(取得原価) 

×｛60か月(20X2年７月～20X7年６月)－21か月(20X2年７月～20X4年３月)｝÷60か月 

＝21,840千円 

  ※２ ソフトウェア償却費：33,600千円(取得原価)÷５年＝6,720千円 

 ⑵ 20X4年 10月１日に取得した分 

(借) ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 1,360 (貸) ソ フ ト ウ ェ ア 1,360 

  ※１ 取得原価：30,000千円(前Ｔ/Ｂ：ソフトウェア)－21,840千円(⑴※１)＝8,160千円 

  ※２ ソフトウェア償却費：8,160千円(取得原価)÷３年×６か月(20X4年 10月～20X5年３月) 

÷12か月(20X4年 10月～20X7年９月)＝1,360千円 

 ⑶ 損益計算書の金額：ソフトウェア償却費 6,720千円(⑴)＋1,360千円(⑵)＝8,080千円 

 

６．投資有価証券（外貨建満期保有目的債券） 

 ⑴ 償却原価法（外貨ベース） 

(借) 投 資 有 価 証 券 2千ドル (貸) 有 価 証 券 利 息 2千ドル 

  ※１ 当期首の帳簿価額：490千ドル(取得価額)＋｛500千ドル(額面金額)－490千ドル(取得価額)｝÷５年 

×３年(20X1年４月～20X4年３月)＝496千ドル 

  ※２ 有価証券利息：｛500千ドル(額面金額)－490千ドル(取得価額)｝÷５年＝2千ドル 

 ⑵ 償却原価法（単位：千円） 

(借) 投 資 有 価 証 券 250 (貸) 有 価 証 券 利 息 250 

  ※１ 当期首の帳簿価額：496千ドル(⑴※１)×120円(前期末の為替相場)＝59,520千円 

  ※２ 有価証券利息：2千ドル(⑴※２)×125千円(期中平均相場)＝250千円 
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 ⑶ 換算替え 

(借) 投 資 有 価 証 券 4,970 (貸) 為 替 差 損 益 4,970 

  ※１ 当期末の帳簿価額（ドル）：496千ドル(⑴※１)＋2千ドル(⑴※２)＝498千ドル 

  ※２ 当期末の帳簿価額（円）：59,520千円(⑵※１)＋250千円(⑵※２)＝59,770千円 

  ※３ 為替差益：498千ドル(※１)×130千円(当期末の為替相場)－59,770千円(※２)＝4,970千円 

 ⑷ 損益計算書の金額： 

  ① 有価証券利息 1,250千円(前Ｔ/Ｂ：有価証券利息)＋250千円(⑵)＝1,500千円 

  ② 為替差益 800千円(前Ｔ/Ｂ：為替差損益)＋4,970千円(⑶)＝5,770千円 

 

７．退職給付 

 ⑴ 一時金支払額と年金掛金の修正仕訳 

(借) 退 職 給 付 引 当 金 7,000 (貸) 退 職 給 付 費 用 7,000 

 ⑵ 当期の退職給付費用の計上 

(借) 退 職 給 付 費 用 7,800 (貸) 退 職 給 付 引 当 金 7,800 

  ※ 図解（単位：千円） 

 退職給付債務 年金資産 
未認識 

数理計算上の差異 
退職給付引当金 

期首残高 150,000 △  90,000 △   6,000  54,000 

退職給付費用     

 勤務費用   5,000     5,000 

 利息費用   4,500     4,500 

 期待運用収益  △  2,700  △   2,700 

 数理計算上の差異     1,000   1,000 

当期計上額   9,500 △  2,700   1,000   7,800 

退職一時金及び年金掛金 △   7,000 ― △   7,000 

期末残高 59,800 △  5,000  54,800 

 ⑶ 損益計算書の金額：退職給付費用 7,800千円(図解参照) 

 ⑷ 貸借対照表の金額：退職給付引当金 54,800千円(図解参照) 
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８．法人税等の計上と税効果会計 

 ⑴ 法人税等の計上 

(借) 法人税、住民税及び事業税 28,000 (貸) 仮 払 法 人 税 等 10,000 

   (〃) 未 払 法 人 税 等 18,000 

 ⑵ 税効果会計 

(借) 繰 延 税 金 資 産 27,087 (貸) 法 人 税 等 調 整 額 27,087 

  ※ 図解（単位：千円） 

 将来減算一時差異  将来減算一時差異 
法人税等調整額 

当期首残高 当期末残高 

貸倒引当金 1,000 480 1,480 

受注損失引当金 ― 3,420 3,420 

減損損失累計額 ― 85,590 85,590 

退職給付引当金 54,000 800 54,800 

合計 55,000 90,290 145,290 

税率 30％ 

繰延税金資産 16,500 27,087 43,587 

 ⑶ 損益計算書の金額： 

  ① 法人税、住民税及び事業税 28,000千円(⑴) 

  ② 法人税等調整額 △ 27,087千円(⑵) 

 

９．配当金の修正及び配当に伴う準備金の計上 

 ⑴ 配当金の修正及び配当に伴う準備金の計上 

(借) 繰 越 利 益 剰 余 金 8,800 (貸) 支 払 配 当 金 8,000 

   (〃) 利 益 準 備 金 800 

  ※１ 要積立額：500,000千円(前Ｔ/Ｂ：資本金)×１/４ 

－｛100,000千円(前Ｔ/Ｂ：資本準備金)＋20,000千円(前Ｔ/Ｂ：利益準備金)｝＝5,000千円 

  ※２ 配当金の１/10：8,000千円(前Ｔ/Ｂ：支払配当金)×１/10＝800千円 

  ※３ 利益準備金：5,000千円 ＞ 800千円   ∴ 800千円 

 ⑵ 貸借対照表の金額： 

  ① 利益準備金 20,000千円(前Ｔ/Ｂ：利益準備金)＋800千円(⑴)＝20,800千円 

  ② 繰越利益剰余金 69,700千円(前Ｔ/Ｂ：繰越利益剰余金)－8,800千円(⑴)＋7,807千円(当期純利益) 

＝68,707千円 
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10．貸借対照表（参考） 

 貸 借 対 照 表  

 20X5年３月 31日 現在 (単位：千円) 

現 金 預 金 129,940 買 掛 金 83,000 

売 掛 金 135,980 返 金 負 債 10,000 

契 約 資 産 22,020 未 払 法 人 税 等 18,000 

貸 倒 引 当 金 △  1,480 受 注 損 失 引 当 金 3,420 

商 品 65,000 長 期 借 入 金 400,000 

返 品 資 産 8,000 退 職 給 付 引 当 金 54,800 

有 価 証 券 64,740 資 本 金 500,000 

建 物 250,000 資 本 準 備 金 100,000 

備 品 48,000 利 益 準 備 金 20,800 

土 地 289,200 繰 越 利 益 剰 余 金 68,707 

減 価 償 却 累 計 額 △  83,500 

  

 

ソ フ ト ウ ェ ア 21,920  

関 係 会 社 株 式 72,500  

繰 延 税 金 資 産 43,587  

投 資 不 動 産 326,410  

減 価 償 却 累 計 額 △  48,000  

減 損 損 失 累 計 額 △  85,590  

 1,258,727  1,258,727 

 

 

 

 


